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一般社団法人九州ガラス外装クリーニング協会
当協会は、建物の窓ガラスと外装のクリーニングを主な業務としている会社が集まって設立しました。協会の目的及び事業には大きく分けて三つの柱があります。
まずその第一は、「労働災害の防止」であります。我々の日常業務が高所作業であることから、墜落による不測の災害を招かないよう、安全教育等の講習会を数多く開催し、安全確保には十分かつ的確な配慮をし、無理のない作業をしようと訴え、また安全パトロールを行い不安全行動等の排除に努力いたします。

第二として、「ガラス外装クリーニング技術の向上」であります。年々新しくなる外装材に対処するための知識と技術の向上を目指し、各種のセミナーを行い、それを将来ガラス外装クリーニング技能士というような制度に発展させていく努力をしてまいります。

第三として、「業界の健全な育成発展」であります。当業界は、現在ビルメンテナンス業の中に位置しています。今後、独立した業界として、広く社会にアピールし、その経営をも含めた基盤を確立させていかなければなりません。そのためには、数多くの業界の方々に入会いただき、実態のある団体として協会活動をより充実したものにしたいと思います。
常に安全と知識及び技術の向上を目指してまいりますので、ご指導、ご協力をお願い申し上げます。
目的と事業
協会の目的
一般社団法人 九州ガラス外装クリーニング協会は、建物のガラス外装のクリーニング及びその関連業務に伴う労働災害の防止を図るとともに、知識と技術の進歩向上を図り、業界の健全な育成発展に寄与し、広く社会に貢献することを目的としています。
協会の事業
　
一般社団法人九州ガラス外装クリーニング協会は、次の事業を行っています。

　　　①　労働災害防止に関する教育
　　　②　労働災害防止に関する調査研究

　　　③　労働災害の発生状況に関する調査研究

　　　④　ガラス外装クリーニング技術に関する知識の普及啓蒙

　　　⑤　ガラス外装クリーニング技術の向上に関する研修ならびに調査研究

　　　⑥　情報サービス及び出版

　　　⑦　会員の福利厚生

　　　⑧　その他本会の目的を達成するために必要な業務

協会会則
第１章　　　　総則
<名称>

　第１条　　　本会は、「一般社団法人九州ガラス外装クリーニング協会」と称する。

<事務局>

　第２条　　　本会は、事務局を　福岡市中央区長浜２丁目５－１１５　に置く。

第２章　　　　目的及び事業
<目的>

　第３条　　　本会は、建物のガラス外装のクリーニング及びその関連業務に伴う労働災害の防止を図るとともに、知識技術の進歩向上を図り、業務の健全な育成発展に寄与し広く社会に貢献することを目的とする。

<事業>

　第４条　　　本会は、前条の目的を達成するために次の事業を行う。

　　　　（１）　労働災害防止に関する教育の事業

　　　　（２）　労働災害防止に関する調査研究の事業

　　　　（３）　労働災害の発生状況に関する調査研究の事業

　　　　（４）　ガラス外装クリーニング技術に関する知識の普及啓蒙の事業

　　　　（５）　ガラス外装クリーニング技術の向上に関する研修ならびに調査研究の事業

　　　　（６）　情報サービス及び出版の事業

　　　　（７）　会員の福利厚生に関する事業

　　　　（８）　その他本会の目的を達成するために必要な事業
第３章　　　　会員
<種別>

　第５条　　　本会の会員は、「正会員」　「賛助会員」　とし、その資格は要件を備えている

　　　　　　　事業者とする。

　　　　（１）　正会員は、ガラス外装クリーニング業を行う法人又は個人の事業者とする。

　　　　（２）　賛助会員は、本会の趣旨に賛同し、本会が行う事業に協力してくれる事業者

　　　　　　　であること。

<入会>

　第６条　　　会員たる資格を有する者は、本会の承認を得て本会に加入することができる。また加入の申し込みがあったときは、理事会において加入を決定する。

<会費>

　第７条　　　本会を運営するために次の会費を徴収する。

　　　　　　　　　正会員　　　　　　　　　　　　月額　　１万円
　　　　　　　　　賛助会員　　　　　　　　　　 月額　　３千円
　　　　　　　　本会を運営するために、臨時の費用が生じた場合、事前に会員に報告し臨時総会の承認を得た場合に限りその費用は別に徴収する。但し、予定外もしくは緊急の場合は、事後報告にて理事会の決済を得るものとする。
<退会>

　第８条　　　会員は事前にその理由を申し入れて退会できる。但し、退会月までの会費を支払わなければならない。
<除名>

　第９条　　　本会は次の各号の一に該当する会員を除名することができる。本会はこの場合において、その総会の開催日の１０日前までに、その会員に対してその旨を通知し、かつ総会において弁明する機会を与えるものとする。

　　　（１）　会費の払込みの義務を怠った会員。

　　　（２）　本会の事業を妨げる会員。

　　　（３）　本会を利用して不正なる行為をした会員。

　　　（４）　犯罪、その他信用を失う行為をした会員。

第４章　　　　役員・顧問・相談役・職員
<役員>

　第１０条　　　本会の役員の定数は次の通りとする。

　　　（１）　理事　　　５名　～　１０名

　　　（２）　監事　　　１名　～　　２名

<任期>

　第１１条　　　役員の任期は次の通りとする。

　　　（１）　理事　　　２年

　　　（２）　監事　　　２年

　　　（３）　補欠（定数の増加に伴う場合の補充を含む）のため選挙された役員の任期は、

　　　　　　現任者の残任期間とする。

　　　（４）　理事または監事の全員が任期満了前に退任した場合において、新たに選挙さ

　　　　　　れた役員の任期は、第１項に規定する任期とする。

　　　（５）　任期の満了または辞任によって退任した役員は、新たに選挙された役員が就

　　　　　　任するまでなお役員の職務を行う。
<会長・副会長>

　第１２条　　　理事のうち１名を会長、２名を副会長とし理事会において選任する。

　　　（１）　会長は、本会を代表し本会の業務を執行する。

　　　（２）　副会長は、会長を補佐し会長が事故または欠員のときは、あらかじめ理事会に

　　　　　　おいて定めたところに従い、その職務を代理しまたは代行する。

<監事>

　第１３条　　　監事は、何時でも会計の帳簿及び書類の閲覧、もしくは謄写をし、または理事に対し会計に関する報告を求める事ができる。

<選任>

　第１４条　　　役員は、総会において選挙する。

　　　（１）　役員の選挙は連記式無記名投票によって行う。

　　　（２）　有効投票の多数を得た者を当選人とする。但し、得票数が同じである場合は、

　　　　　　くじ引きで当選人を定める。

　　　（３）　第１項の規定にかかわらず、役員の選挙は出席者全員の同意がある時は指名

　　　　　　推薦の方法によって行うことができる。

　　　（４）　本会の役員選挙の投票及び議事に対する議決権を持つものは、正会員のみ
　　　　　　とする。

<報酬>

　第１５条　　　役員に対する報酬は総会において定める。

<顧問・相談役>

　第１６条　　　本会は、顧問及び相談役を置くことができる。

<職員>

　第１７条　　　本会には、職員を若干名置くことができる。
第５章　　　　総会・理事会・委員会
<総会>

　第１８条　　　総会は、通常総会及び臨時総会とする。

　　　（１）　通常総会は、毎事業年度終了後２ヶ月以内に、臨時総会は、何時でも理事会

　　　　　　の議決を経て会長が招集する

　　　（２）　臨時総会は、会員の過半数があれば開くことができる。

<招集>

　第１９条　　　総会の招集は、開催日の１０日前までに到達するように、会議の目的た事

　　　　　　　　項及びその内容並びに日時及び場所を記載した書面を各会員に発してす
　　　　　　　　るものとする。

<書面表決等>

　第２０条　　　会員は、前条の規定によりあらかじめ通知のあった事項につき、書面また

　　　　　　　　は代理人を以って議決権または選挙権を行使することができる。

<議長>

　第２１条　　　総会の議長は、総会ごとに出席した会員の内から選任する。

<定足>

　第２２条　　　総会の議事は、会員の過半数が出席しその過半数が決する。

<理事会>

　第２３条　　　理事会は会長が招集する。

　　　（１）　理事は必要があると認めるときは、何時でも会長に対し理事会を招集すべき事

　　　　　　を請求することができる。

<議決>

　第２４条　　　理事会の議事は、理事の過半数が出席し、その過半数で決する。
　第２５条　　　理事会においては、会長がその議長となる。

<委員会>

　第２６条　　　本会は、その事業の執行に関し理事会の諮問機関として委員会を置くこと
　　　　　　　　ができる。

　　　（１）　委員会の種類、組織及び運営に関する事項は、細則で定める。

第６章　　　　会計
<事業年度>

　第２７条　　　本会の事業年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わるものとする。

　第２８条　　　本会の収支決算報告は通常総会で行う。

第７章　　　　会則の変更及び解散
<会則の変更>

　第２９条　　　この会則は総会において出席会員の過半数の議決を得なければ変更することができない。

<解散>

　第３０条　　　本会は、総会において出席会員の過半数の議決を得なければ解散することができない。

<精算人>

　第３１条　　　本会が解散したときは、会長が精算人となる。

第８章　　　　雑則
<細則>

　第３２条　　　この会則に定めるもののほか、本会の事業の運営上必要な細則は、理事会の議決を得て、会長が別に決める。

　第３３条　　　委員会の種類、組織及び運営については、以下の通りとする。

　　　　（１）　安全技術教育委員会

　　　　　　　組織　：　安全技術教育委員長　１名　　安全技術教育副委員長　１名
　　　　　　　運営　：　各種講習会の実施、安全パトロールの実施、学校ガラス清掃安全

　　　　　　　　　　　　講習会への参加、ホームページの管理など
　　　　（２）　事業委員会

　　　　　　　組織　：　事業委員長　１名　　事業副委員長　１名
　　　　　　　運営　：　ゴルフコンペの開催、懇談会・懇話会の開催、忘新年会の開催、

　　　　　　　　　　　　ガラスクリーニング競技会の開催など

<付則>

　本規約は、平成２８年４月1日よりこれを施行する。
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